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現在日本は、超高齢化社会に突入しており、国民の 4 人に 1 人が 65 歳以上という現状

である。そして、2050 年には、3 人に 1 人が 65 歳以上になると推定されている。高齢者

をどう支えてゆくか、という問題は、超高齢化社会で起こりうる諸問題と共に、国民全体

が考えなければならない国家的課題と認識されている。本稿では、福祉のうち、高齢化で

深刻さが増している介護事業に絞って考察していと思う。 

社会福祉法人に対する社会の要求が厳しさを増しており、経営の明確な改善も迫られて

いる。この要請に応えるのがソーシャルビジネスである。 

ソーシャルビジネスとは、ホームレス問題,高齢者福祉問題など今日解決が求められてい

る社会的課題に対して慈善活動としてではなくビジネス(市場を通した事業活動)としてか

かわっていく事業手法であり、欧米ではソーシャル・エンタ-プライズ(social enterprise)

と呼ばれ、政府あるいは寄付だけに依存する NPO の限界を克服する存在として 80 年代以

降注目を浴びている。 

ソーシャルビジネスには営利法人も多く、それらは社会性が高く、借入や寄付以外の資

金調達手段（債券や株式を発行し個人や法人からの投資を得る）を持っている。  

ソーシャルビジネスは大企業との連携も可能だ。社会福祉法人は、非営利法人であるの

で、営利法人である大企業と関わりが薄い。企業の社会的責任が問われるようになり、各

社とも CSR レポートを毎年発行する等、大企業も社会貢献に積極的になっている。こう

した大企業のニーズに応えるのがソーシャルビジネスである。企業が単独で CSR に取り

組む例も多いが、ソーシャルビジネスと大企業が連携するケースも多くなってきている。

そして、これまでは大企業とソーシャルビジネスという組み合わせだけだったが、これか

らはその組み合わせに社会福祉法人という、新たな主体が加わる。福祉分野で長年培われ

てきた知恵や経験が、ビジネス分野の資金やノウハウ、システム等を通じて、より多くの

利用者により手軽に利用できるようになるだろう。 

 このように、ソーシャルビジネスと連携することを通じて、社会福祉法人の事業内容

も資金調達手段も大きく変わる。また、大企業との連携で画期的な事業が生まれることも

夢ではない。ソーシャルビジネスが日本の福祉を変革すると考える理由はここにある。  
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